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がん登録等の推進に関する法律

について

資料１



• がん登録とは

• 法律の概要

• 全国がん登録の概要（医療機関関係）

• まとめ（医療機関の役割等）
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がん登録とは



地域がん登録 院内がん登録 臓器がん登録

誰が 行政（主に都道府県）が 病院が 専門家が

何のた
めに

住民をがんから守るため
に

病院機能を高めるため
に

がん医療の質を高める
ために

誰の 地域住民に発生した 自院を受診したがん患
者の

特定の種類のがん患
者の

全部位、全がん種の 全部位、全がん種の

何を 罹患率、生存率 診療数、生存率 生存率を

分析す
る

の実態、推移を分析する の実態を分析する 詳細に分析、評価する

がん登録について
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◇がん登録とは

・がんの診断、治療、経過などに関する情報を集め、保管、整理、解

析する仕組み

・がん罹患数・罹患率、がん生存率、治療効果の把握など、がん対策

の基礎となるデータの把握のために必要

◇種類
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◇地域がん登録の課題

・医療機関に情報提供義務がなく、登録漏れが出やすい

・地方公共団体の事業である

－事業の不安定性

→都道府県の判断で事業中止もあり得る

－自県に限った罹患情報の収集

→県境地域の患者の越境受診の登録が漏れやすい

－自県に限った死亡情報・生存情報の収集

→住民異動の多い都道府県では予後情報の登録が漏れやすい
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法律の概要



地域がん登録から全国がん登録へ

がん登録等の推進に関する法律について
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◇成立

・第１８５回臨時国会の議決により成立

・平成２５年１２月１３日公布

◇施行日

・平成２８年１月１日（平成26年政令第259号）

◇目的

①がん医療の質の向上、国民に対するがん予防についての

情報提供の充実、その他がん対策を科学的知見に基づき

実施する

②登録情報を利用した、がんに係る調査研究を推進し、

がん対策の一層の充実を図る
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全国がん登録の概要

（医療機関関係）



対象医療機関
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◇対象医療機関（法第２条）
全病院・・・義務

診療所・・・手挙げ方式

◇診療所の指定について（省令案）

・診療所の指定は、診療所の開設者による手挙げ方式により実施する

こととする。（指定の詳細は別途説明）



がんの定義・医療機関からの届出
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◇がんの定義（法第２条・政令案）

・「がん」＝ 悪性新生物及び上皮内がん等

◇届出義務の発生時期（法第６条）
・原発性のがんについて当該病院等において初回診断が行われたとき。

（転移又は再発の段階で当該病院等において初回診断が行われた場合

を含む）

◇届出の期限（法第６条・省令案）

・病院等が初回の診断を行った日から、その翌年末まで

◇届出先（法第６条）

・病院等の所在する都道府県へ届出

※ 患者の住所地ではない。



No 項目名 No 項目名

１ 病院等の名称 14 診断日

２ 診療録番号 15 発見経緯

３ カナ氏名 16 進展度・治療前

４ 氏名 17 進展度・術後病理学的

５ 性別 18 外科的治療の有無

６ 生年月日 19 鏡視下治療の有無

７ 診断時住所 20 内視鏡的治療の有無

８ 側性 21 外科的・鏡視下・内視鏡的治療の範囲

９ 原発部位 22 放射線療法の有無

10 病理診断 23 化学療法の有無

11 診断施設 24 内分泌法の有無

12 治療施設 25 その他の治療の有無

13 診断根拠 26 死亡日

届出項目
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◇届出項目（法第６条・省令案）



届出勧告・公表
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◇届出勧告（法第７条）

・都道府県知事は、病院の管理者が届出を行っていない場合、がんの

罹患、診療、転記等の状況を把握するために特に必要があるときに

は、管理者に対して、期限を定め、届出勧告を行うことができる。

◇公表（法第７条）

・都道府県知事は、届出勧告を受けた病院の管理者が期限内に届出を

行わなかった場合には、その旨を公表することができる。

※ 診療所は対象外



死亡者情報票の提出・遡り調査
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◇死亡者情報票の提出（法第１１条・省令案）

・市町村は人口動態調査令施行規則第６条に基づく事項（死亡者の氏名、性別、

生年月日、死亡時の住所、死亡の日、死亡原因等）について死亡者情報票を

作成し、保健所の長に提出しなければならない。

・保健所の長は都道府県知事に、都道府県知事は厚生労働大臣に、それぞれ死

亡者情報票を提出しなければならない。

◇遡り調査（法第１４条・省令案）

・死亡者情報票により新たに発見された症例については、死亡診断を行った医

療機関（医師）の所在地の都道府県知事に対し、死亡診断書の作成に係る病

院等その他の施設の所在地又は医師の住所等を通知する。

・通知を受けた都道府県知事は対象の医療機関に追加情報の提出を依頼する。



データの利用・提供
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◇医療機関への提供（第２０条）

・都道府県知事は、医療機関の管理者から、当該機関から提出のあっ

たがん登録データに係る予後情報の提供を求められたときは、全国

がん登録データベースを用いて提供を行わなければならない。



秘密保持義務、その他の義務

17

◇秘密保持義務（第２８条第７項）

・病院等において届出に関する業務に従事する者又は従事していた者

はその業務に関して知り得た届出対象情報に関するがんの罹患等の

秘密をもらしてはならない。

－違反した場合は、６月以下の懲役又は５０万円以下の罰金に処す

る（第５５条）

◇その他の義務（第２９条第７項）

・病院等において届出に関する業務に従事する者又は従事していた者

はその業務に関して知り得た届出対象情報をみだりに他人に知らせ、

又は不当な目的に使用してはならない。



国
立
が
ん
研
究
セ
ン
タ
ー

青森県

（がん・生活習慣病対策課）

弘前大学
（がん登録室）

A病院
（院内がん登録実施施設） B病院 C診療所

保健所

市町村

③人口動態統計死亡情報提出

②届出票提出

④死亡小票写し提出

⑧遡り調査票提出

その他研究機関
研究者

③人口動態死亡情報
（死亡小票写し）提出

院内がん登録

（随時）データ出力依頼・収受

入力・集計等委託先

青森県地域がん登録フロー図（平成２７年１２月まで）

（年1回）青森県地域がん登録データ提出

⑤遡り調査の依頼

（随時）

予後（生死）情報
利用申請・提供

青森県地域がん登録に届出協力中の医療機関

（随時）

がん登録資料利用申請・提供

厚生労働省

その他全ての病院

一部の診療所

その他の医療機関

⑥遡り調査送付

①届出票送付

（年1回）

人口動態死亡情報目的
外利用申請・承認

全医療機関

全国がん登録に向けた研修会の対象機関

⑦遡り調査票送付
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国
立
が
ん
研
究
セ
ン
タ
ー

全
国
が
ん
登
録
Ｄ
Ｂ
Ｓ

青森県
（がん・生活習慣病対策課）

弘前大学
（がん登録室）

A病院
（院内がん登録実施施設） B病院 C診療所

保健所

市町村

④死亡者情報票提出

②届出票提出

⑩遡り調査票の提出

その他研究機関
研究者

④死亡者情報票
をとりまとめ提出

院内がん登録

（随時）データ出力依頼・収受

入力・集計等委託先

全病院 県が指定する診療所

⑤死亡者情報票をとりまとめ提出

専用回線

③届出情報報告

⑥遡り調査対象
の報告

⑦遡り調査対象の報告

予後（生死）情報利用申請・提供

届出対象医療機関

（随時）
がん登録データ利用申請・提供

（随時）
がん登録データ利用申請・提供

（随時）
データの出力

全国がん登録フロー図（想定） （平成２８年１月１日～）

①届出票送付

⑧遡り調査票
送付

⑨遡り調査票
送付

⑪遡り調査票情報
報告

他県の
届出情報
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まとめ
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○平成２８年１月１日から全国がん登録開始

○対象医療機関は、病院全て、県知事から指定された診療所

○診療所の指定は、開設者の同意を得て、県知事が行う（手挙げ方式）

○届出は、自院で原発性がんの初回診断が行われた日から翌年末までに、

所在地の都道府県に対し行う

○届出項目は２６項目（現行の地域がん登録とほぼ同内容）

○病院は届出しなかった場合、県知事から勧告、公表される対象となる

※ 診療所は対象外

○届出したがんに係る予後情報の提供を受けることができる

→がん登録データを自院のがん医療充実等に活用

○届出情報について、秘密保持義務等が生じる（一部、罰則規定あり）

医療機関の役割等
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○診療所の指定（第６条）

○届出の勧告等（第７条）

○全国がん登録への届出（第８条）

○全国がん登録データベースを用いた、当該都道府県情報の利用や提供、

市町村等や病院等への提供（第１８条～第２１条）

○都道府県の審議会等の立ち上げ（第１８条）

○都道府県がんデータベースの整備（第２２条）

○都道府県知事の権限及び事務の委任（第２４条）

○全国がん登録に係る情報の適切な管理に必要な措置（体制整備）

（第２５条）

等

（参考）都道府県の役割


